
　　　

被用者年金制度一元化に関する説明会

公立学校共済組合石川支部

（ 年金 ）

資料１



■公的年金制度のしくみ

■共済年金は厚生年金に統一

昭和６１年４月に法改正

自営業者

サラリーマンの妻等

基礎年金

民間サラリーマン

基礎年金

厚生年金

公 務 員 等

基礎年金

職域年金相当部分

厚生年金相当部分

共済年金

（給料比例）

国民年金（定額）

廃止

公務員も厚生年金に加入

「退職等年金給付（年金払い退職給付）」に移行

現在も、厚生年金相当部分の計算方法は厚生年金と同じ。

「組合員期間」と「平均給与」をもとに計算

それまで 民間サラリーマンや公務員等の被用者年金制度に

加入していない自営業等が国民年金に加入

S61.4以降 全国民が対象になり、民間サラリーマンや公務員

も国民年金に加入

【図１】
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公務員 公務員
　↓ 　↓
共済年金に加入 厚生年金に加入

■被用者年金一元化への移行

一元化の時期

■被保険者の年齢制限

年齢制限なし 年金の加入は７０歳まで

 年金のみ
 健康保険は現状どおり
 ７５歳から後期高齢者

一 元 化 前 一 元 化 後

平成２７年１０月

一 元 化 前 一 元 化 後

（組合員） 大学の教授 etc

★財源が同じになる

★名称が”厚生年金”になる

※７０歳以降も在職中は

標準報酬の額に応じて

年金は支給停止

退職共済年金

障害共済年金

遺族共済年金

老齢厚生年金

障害厚生年金

遺族厚生年金
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■年金の計算基礎

■標準報酬制への移行

年金額は、次の３つによって計算されます。

組合員期間

平均給料（給与）月額

給付率

…公務員の期間

… 年金の構成部分、種類等で定められています

～平成１５年３月

給料を基礎として

「平均給料月額」を算出

昭和５６年４月１日以前から組合員

であった場合は昭和５６年４月から

平成１５年３月までの給料を基礎と

して算出

平成１５年４月～

給料と期末手当等を基礎として

「平均給与月額」を算出

総報酬制

給料の月額 × 1.25

給料

× 保険料率

一 元 化 前 一 元 化 後

標準報酬制

毎年４～６月までの報酬の平均

額を基に、その年の９月から翌

年８月までの標準報酬月額を決

定。

標準報酬月額

× 保険料率

手当率制
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　＊ 千円未満切り捨て

■「年金払い退職給付」の創設

職域年金相当部分

平成２７年１０月廃止

 平成２７年１０月以降

期末手当等の額

期末手当等

× 保険料率

公 務 員 等

職域年金相当部分

厚生年金相当部分

基礎年金

（共済組合から）

共済年金

[給料比例部分]

（日本年金機構から）

国民年金
[定額部分]

平成２７年９月までの組合員期間

に係る職域年金相当部分は平成

２７年１０月以降も支給されます。

・職域年金相当部分に代わる、｢年金払い退職給付｣が創設

・平成２７年１０月以降の組合員期間が対象

・「年金払い退職給付」に係る保険料を新たに上乗せ

（労使合わせて1.5%上限）

・６５歳から支給

標準期末手当等の額

× 保険料率

１階

２階

３階

一元化後は、基本給が同じでも、通勤手当や、扶養手当など、手

当の額が大きいと年金の額は高くなるが、掛金の額も高くなる。

ポイント

留意点

「年金払い退職給付」の運用に係る利子は、「掛金の払い込みが

あった月」から計算されますので、育休復帰や無給休職の方など

で、掛金の納入が翌月以降になると年金額に不利益となります。
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図２　　一元化後の年金支給イメージ図

図１

職域年金
年金払い

退職給付

有期退職年金

終身退職年金（H27.10廃止） （H27.10～）

（半分）

（半分）

有期年金：１０年又は２０年あるいは一時金として受給

（本人死亡の場合、残余分を遺族へ一時金として支給）

終身年金：本人死亡の場合、消滅

Ａ ： 平成２７年９月３０日以前の組合員期間をもとに算出

Ｂ ： 平成２７年１０月１日以降の組合員期間をもとに算出

共済組合

が支給

日本年金機構

が支給
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■有期退職年金を「一時金」で受給するとき

有期年金：１０年又は２０年あるいは 一時金として受給

（本人死亡の場合、残余分は遺族へ一時金として支給）

終身年金：本人死亡の場合、消滅

「有期退職年金」は申し出をすれば

一時金として受給可能

●退職した年の１月１日現在の住民票上住所を把握

★有期退職年金を一時金として受給するには、請求時（６５歳到達時）
に以下のことが必要になります。

●「退職所得の受給に関する申告書」の提出

●退職金に係る「源泉徴収票」の提出

※公的年金は「雑所得」となりますが、有期退職年金を一時金で受給すると

「退職所得」となります。従って、退職時に退職金も受給している場合、

「退職所得の受給に関する申告書」の提出には退職金に係る「源泉徴収票」

の添付が必要になります。

※請求時（６５歳到達時）には、退職してから数年～数十年が経過している

ことになります。それまで源泉徴収票を各自で保管しておく必要がありま

すが、紛失しても再発行はしてもらえない可能性があります。

（一時金として受給しない場合は不要です。）

６５歳から

支給

※「退職所得の受給に関する申告書」の提出がない場合は一律２０．４２％

の税額がかかります。

（注）今後、法律

改正が行われた場

合はこの限りでは

ありません。
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（一時金として受給しない場合は不要です。）

見本
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■障害厚生年金

※ 障害者手帳の等級とは異なります。

共済組合から

日本年金機構から

▲３級の場合 ▲１級または２級の場合

①初診日において組合員であること。

原因または誘因となった病気において

初めて医師の診療を受けた日

初診日 …

②障害認定日において障害等級１～３級に該当すること。

障害認定日 … 初診日から１年６月を経過した日

又は症状が固定した日

①診断書等の必要書類を提出（指定の様式）

②審査

③３級以上に該当した場合、年金決定

※初診日が民間等の被保険者期間中である場合は、日本年金機構等で

手続きすることになります。
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以下の症例は必ず障害年金に該当しますので、当てはまる方でまだ障害

年金を申請していない方は共済組合までご連絡をお願いします

一 元 化 前 一 元 化 後

納付要件なし
初診日の前々月までの保険

料納付済み期間および保険

料免除期間を合算した期間

が３分の２以上必要

保険料の納付

在職中は支給停止
（障害基礎年金は在職中も支給）

在職中も支給

障害年金の支給

初診日のある月の前々月ま

での１年間に保険料の未納

がないこと

傷病手当金の支給がある場合は

調整あり

職域年金相当部分は停止

経過的職域加算（職域年金相当

部分）は、初診日が一元化後で

ある場合は、在職中・退職済み

にかかわらず支給されません。

※

10

kouritu-b
タイプライターテキスト

kouritu-b
タイプライターテキスト

kouritu-b
タイプライターテキスト

kouritu-b
タイプライターテキスト

kouritu-b
タイプライターテキスト

kouritu-b
タイプライターテキスト

kouritu-b
タイプライターテキスト
※ ③には 植え込み型除細動器（ＩＣＤ）を含む

kouritu-b
タイプライターテキスト

kouritu-b
タイプライターテキスト

kouritu-b
タイプライターテキスト

kouritu-b
タイプライターテキスト

kouritu-b
タイプライターテキスト

kouritu-b
タイプライターテキスト

kouritu-b
タイプライターテキスト

kouritu-b
タイプライターテキスト

kouritu-b
タイプライターテキスト

kouritu-b
タイプライターテキスト

kouritu-b
タイプライターテキスト



■再就職した場合の年金の支給停止

第１号被保険者 （民間）

第２号被保険者 （国家公務員）

第３号被保険者 （地方公務員）

第４号被保険者 （私学）

　　平成２７年９月３０日以前に退職共済年金受給権が発生している方で、一元

　　化前より厚生年金保険（第１号または４号）の被保険者である場合には経過

　　措置が設けられています。

厚生年金保険

基準給与月額相当額 ： 標準報酬月額 ＋ 直近１年間の標準期末手当等の額÷１２

年金の停止額の計算

１か月あたりの額・年金

・標準報酬月額

・過去１年間の期末手当等 ２８万円を超えた場合に

超えた額の１／２を年金停止

★

（６５歳まで）

11



・ 年金額（１か月あたり） 　１４万円   （年額１６８万円）

・ 標準報酬月額 　３０万円

・ 直近１年間の標準期末手当等の額 　　６万円

（１か月あたり）

▼停止額

30万＋6万　  ＋14万－ 　　　　　×1／2　＝　11万 ＜月額＞

　    ×12   ＝　132万　＜年額＞

■その他

事 例

年金の受給には、公的年金制度に加入した期間が２５年以上必要です。この

受給資格期間が平成２７年１０月より２５年から１０年に短縮される予定で

したが、消費税増税が見送られたため、期間の短縮も見送られることになり

ました。

★

▼生年月日による経過措置

年金の受給資格期間

28万

５０万円
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※老齢基礎年金は、日本年金機構から別途支給される国民年金です。

年金の支給開始年齢

厚生年金（ 第３号被保険者 [ 共済組合 ] ）の支給開始年齢

現在、年金の支給は、生年月日により６０歳から６５歳まで支給開始年齢

が引き上げられています。

女性は、民間等にお勤めであった期間に係る年金と、共済組合の期間に係

る年金では、支給開始年齢が異なっていますが、これについては、一元化後も、

統一（変更）はされません。
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厚生年金（ 第１号被保険者 [ 民間等 ] ）の支給開始年齢

※ 加入月数が１２ヶ月未満の方の支給は６５歳からとなります。
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